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エネルギー基本計画見直しに対する
基本的考え方について
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本日のご説明内容

１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化
（１）「Ｓ＋３Ｅ」の堅持
（２）エネルギーミックスの実現
（３）ＦＩＴ制度の根本的見直しを通じた電力コスト削減
（４）再生可能エネルギーを含めた低炭素技術イノベーションの積極的推進
（５）地域特性を活かした二次エネルギーの多様化

２．２０５０年を念頭に置いた長期的な政策の方向性
（１）「Ｓ＋３Ｅ」の視点を堅持すべき
（２）「経済成長・環境・安定供給の同時達成」に向けた取り組みの促進
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化

（１）「Ｓ＋３Ｅ」の堅持

現

状

 経済成長のためには、安価で安定的なエネルギー供給確保が不可欠
 地球温暖化対策の技術力により国内対策とともに、海外への貢献が
求められている

 電力・ガスの小売自由化が進展

２０３０年のエネルギー政策実現に向け、これらの現状を踏
まえた、地に足の着いた議論が必要

 「Ｓ＋３Ｅ」の考え方を堅持すべき
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化

（２）エネルギーミックスの実現

3

電源種類 長期エネルギー需給見通し 日商提言

ベ
ー
ス
ロ
ー
ド

電
源

地 熱 ★１．０％～１．１％程度
56
％
程
度

１０％程度 ６
割
程
度

水 力 ★８．８％～９．２％程度

原 子 力 ２２％～２０％程度 ２５％程度

石 炭 ２６％程度 ２５％程度

上
記
以
外
の
電
源

太 陽 光 ★７．０％程度 42
・
4
～
43
・
3
％

４割程度

風 力 ★１．７％程度

バイオマス ★３．７％～４．６％程度

L N G ２７％程度

石 油 ３％程度

ゼロエミッション電源
（原子力＋再エネ） 44％程度（うち再エネ22～24％程度） 約４割

★印：再エネ
比率22-24%

 エネルギーミックス（2015年７
月）と日商提言（2015年４
月）を比較

 大きな差異はなく、バランスの取
れた計画と評価

エネルギーミックスの実現
重要

 安全性確保を前提とした原子力発電所の
早期運転再開

 原子力発電所 新増設・リプレースの是非
検討開始
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化

（３）ＦＩＴ制度の根本的見直しを通じた電力コスト削減

4

電力コスト抑制 ⇒
2030年目標：

電力コストは現状（2013年度）から
引き下げる

政府の見通し 商工会議所

電力コスト⇒
早急に東日本大震災前の水準に

戻し、そのうえで更なる
電力コスト抑制を図るべき

差異

現状の電力料金 ⇒ 震災後、最大で３割上昇（足下１割上昇）

経営の現場における実態は

＜電力コスト削減に関する商工会議所意見と政府見通しの比較＞
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化
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現

状

 商工会議所会員企業の実態調査より、
東日本大震災の年とその４年後で、

電力使用量平均 電力コスト単価平均（円／kWh）

－３．６％ ＋１１．８％

 会員企業の意識調査より、震災から約７年後、
『電力コスト上昇は足元の経営に悪影響がある』
『今のところ影響はないが、震災前より高い状態が続けば悪影響が懸念される』
：合計６２．７％
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化
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＜川口新郷工業団地協同組合作成 電力使用量比較 単位：kWh＞

現

状
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化
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このような現状をもたらした要因の一つである、
ＦＩＴ制度の根本的見直しを含めたあり方の検討を

＜川口新郷工業団地協同組合作成 月別電気料金推移（平成22年４月～平成29年11月）＞

現

状

 電気料金は震災前よりも高い状況が続く
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化

（４）再生可能エネルギーを含めた低炭素技術イノベーションの積極的推進
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 以下の主な取り組み等を通じた電力コストの削減により、イノベーション投
資の原資を創出
• FIT制度の見直し
• 原子力発電所の運転再開 など

再生可能エネルギー普及に向け、導入費用支援からコスト削
減につながる技術開発支援へのシフト

イノベーションの源泉である人材育成への投資を促進
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１．２０３０年エネルギー政策実現に向けた取り組みの強化

（５）地域特性を活かした二次エネルギーの多様化
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以下の主な取り組みを通じた、地域特性に応じた複数のシナ
リオを選ぶことができる状況の創出
• 再生可能エネルギー（バイオマス、水力、波力など）や、
化石燃料を含めたエネルギー源の多様化

• 熱や水素など二次エネルギーの多様化 など

 様々な地域特性
• 地形
• 地域産業
• 電力需要量
• 電力生産地との距離 など
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２．２０５０年を念頭に置いた長期的な政策の方向性

（１）「Ｓ＋３Ｅ」の視点を堅持すべき
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 日本はエネルギー資源に乏しく、海外からの輸入に依存

２０５０年以降も「Ｓ＋３Ｅ」の重要性は不変
「Ｓ＋３Ｅ」の中で、特定の観点に偏ることなく、すべ
ての要素がバランスよく成り立つような政策が必要
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２．２０５０年を念頭に置いた長期的な政策の方向性

（２）「経済成長・環境・安定供給の同時達成」に向けた取り組みの促進
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 特定の一次エネルギーを極端に否定・排除するのは、「Ｓ＋３Ｅ」の実
現可能性を低下する恐れがある

 低炭素技術向上により化石燃料（石油、石炭、ガス）を含め、
安価で安定的、かつ多様なエネルギーをバランスよく確保することが重要

時勢に応じて最適なエネルギーを選択できるよう、柔軟な
エネルギー政策を打ち出せる状況を作り出すべき

そうすることで、「経済成長・環境・安定供給の同時達成」
を実現する
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